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Ⅰ 量の見込みとは 

１ 量の見込みの算出について 

 
 

 

 

 

 

① 量の見込みの流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 量の見込みを算出する事業（全国共通／国のワークシート使用） 
 

区分 事  業 対象年齢 

教
育
・
保
育
施
設
事
業 

１号認定（教育のみ利用：認定こども園及び幼稚園） ３歳児～５歳児 

２号認定（保育の必要性があるが、幼児期の教育の利用希望が

強いと想定されるもの） 
３歳児～５歳児 

２号認定（保育の必要性あり：認定こども園及び保育所） ３歳児～５歳児 

３号認定（保育の必要性あり：認定こども園及び保育所＋地域

型保育） 

０歳児、１歳児 

～２歳児 

地
域
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
事
業 

時間外（延長）保育事業 ０歳児～５歳児 

放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ） 

事業対象は小学生 
であるが、量の見
込みには５歳児
の希望を利用 

子育て短期支援事業（ショートステイ） ０歳児～５歳児 

地域子育て支援拠点事業 ０歳児～２歳児 

一時預かり事業（幼稚園児対象） 

一時預かり事業（その他） 

３歳児～５歳児 

０歳児～５歳児 

病児・病後児保育事業 
０歳児～５歳児 

１年生～６年生 

子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター） 
０歳児～５歳児 

１年生～６年生 

※これ以外に、「乳児家庭全戸訪問事業」や「養育支援訪問事業」「妊婦健診事業」など、国のワーク
シートを使わずに量の見込みの検討が必要な事業があります。 

○子ども・子育て支援法において、市町村は国が示す基本指針に即して、５年を１期とする

「市町村子ども・子育て支援事業計画」を作成する必要があります。（法定計画） 

○計画の中に、「教育・保育」及び「地域子ども・子育て支援事業」の「量の見込み」を推

計し、具体的な目標設定を行うことが求められています。 

 

人口推計 

 

 

 

ニーズ調査の 

活用 
 

 

「量の見込み」 

 
 

 

 計画期間中の対象
児童数を推計 

 ニーズ調査結果を
基に、「家庭類型」
「利用意向率」等
を把握・推計 

 「対象児童数」×
「利用意向率」等
により算出 

 「家庭類型」「年齢
区分」ごとに作成 

 必要に応じ、利用
実績等を勘案 
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２ ニーズ調査の活用 

 

① 概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

② 認定区分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ニーズ調査結果の活用方法について、国は「市町村子ども・子育て支援事業計画におけ

る『量の見込み』の算出等のための手引き」を提示しました。 

○これら手引きによる量の見込みの算出方法は、おおむね次のとおりです。 

１ 父親や母親の現在の就労形態に、主に母親の就労希望を考慮した家庭類型

を分類（潜在家庭類型） 

２ ニーズ調査結果を基に、各施設・事業の利用希望について潜在家庭類型ごと

に計算し、それぞれの利用意向率や利用希望日数を計算 

３ 算出した利用意向率や利用希望日数と対象児童数を掛け合わせ、量の見込

みを算出 

※教育・保育の量の見込みは、認定区分ごとに算出する必要がありますが、ニーズ

調査結果により分類された家庭類型ごとに認定区分を想定し、量の見込みに活

用 

 

 

○子ども・子育て支援新制度において、保護者が子どものための教育・保育給付を受ける

には、その子どもの保育の必要性について、国の定める客観的な基準に基づいた市町村

の認定を受ける必要があります（私学助成の幼稚園を利用する場合を除く）。 

【保育の必要性の認定区分】 

１号認定：３歳児～５歳児、学校教育のみの利用（保育の必要性なし） 

２号認定：３歳児～５歳児、保育の必要性あり・・・保護者の就労時間等による保育 

必要時間から、さらに標準時間利用、短時間利用に２区分される 

３号認定：０歳児～２歳児、保育の必要性あり・・・保護者の就労時間等による保育 

必要時間から、さらに標準時間利用、短時間利用に２区分される 

 

○ニーズ調査結果から見込み量を算出するにあたり、便宜的に認定区分を設定します。 
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③ 家庭類型と認定区分 

 

父母の有無と就労状況 家庭類型 認定区分・事業分類 

ひとり親家庭 タイプＡ 
２号認定、３号認定 

●保育認定② 

（認定こども園及び保育所、

＋地域型保育） 

※ただし、現在幼稚園を利用し 

ており、幼児期の学校教育の

利用希望が強いと想定され

る場合は 

●保育認定①（幼稚園） 

フルタイム共働き タイプＢ 

フルタイム･パートタイム等共働き 

（就労時間が月120時間以上、または月下限

時間～120時間未満の一部） 

タイプＣ 

パートタイム等共働き 

（双方の就労時間が月120時間以上、または

月64～120時間未満の一部） 

タイプＥ 

フルタイム･パートタイム等共働き 

（就労時間が月下限時間～120時間未満

の一部、または月下限時間未満） 

タイプＣ’ 

１号認定 

●教育標準時間認定 

（認定こども園及び幼稚園） 

専業主婦（主夫）家庭 タイプＤ 

パートタイム等共働き 

（いずれかが月下限時間～120時間未満

の一部、または月下限時間未満） 

タイプＥ’ 

どちらも無業 タイプＦ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※タイプＣとタイプＣ’、タイプＥとタイプＥ’を分けるのは、保育の必要性における「就

労時間の下限」で、これについては、次ページに詳しく記載しています。 
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 ■参考１／保育の必要性における「就労時間の下限」について 

 

  ○就労時間の下限についての全国調査結果／厚生労働省保育課調べ（平成25年12月） 

回答数は１,７４２件、そのうち、保育未実施が２３件のため、総数は１,７１９件 

20, 1.2%

133

7.7%
119
6.9%

670
39.0%

179
10.4%

29, 1.7%

215

12.5%

354

 20.6%

96時間

80時間

64時間

60時間

52時間

48時間

下限なし

その他

 

 

 

 

 

 

○待機児童の有無別就労時間の下限について 

2.1

0.9

10.9

7.0

28.5

18.6

11.8

12.7

2.4

1.5

15.9

9.1

18.8

43.9

9.7

6.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

待機児童あり

待機児童なし

96時間 80時間 64時間 60時間 52時間 48時間 下限なし その他

 

 

 下限を設定して
いない市町村は
670件で、全体の
39.0％ 

 

 月「48時間以上」と設定している市町村は179件（10.4％） 
 月「64時間以上」と設定している市町村は354件（20.6％） 
 月[48～64時間]で設定している市町村は合わせて777件（45.2％） 

（340件） 

（1,379件） 

 月[48～64時間]で設定している市町村は、待機児童ありの市町村で
は58.6％（199件） 

 待機児童なしの市町村では41.9％（578件） 
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○自治体数割合でみた就労時間の月あたり下限設定状況 

39.0

0.4 0.2 0.3 0.6

10.4

1.7 0.5

12.5

20.6

0.3 0.6

7.7

1.2 0.6 0.6
2.7

39.4 39.6 39.9 40.5

50.9 52.6 53.1

65.6

86.2 86.5 87.1

94.8 96.0 96.6 97.2 100.0

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100
(%)

割合

割合（積み上げ）

 

 

 

 

 

 

 

 

月「48時間以上」が中間点 

そ
の
他 

１
２
０
時
間 

１
０
０
時
間 

９
６
時
間 

８
０
時
間 

７
５
時
間 

７
２
時
間 

６
４
時
間 

６
０
時
間 

５
６
時
間 

５
２
時
間 

４
８
時
間 

４
０
時
間 

３
６
時
間 

３
０
時
間 

１
６
時
間 

下
限
な
し 
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④ 父母の就労状況と家庭類型との関係 

 ＜ＳＴＥＰ１＞現在の家庭類型の算出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                  母親 

 

 

父親 

１．フルタイム就労 

２．育休・介護休業中 

３．パートタイム就労 

４．育休・介護休業中 

５．現在は就労 

していない 

６．就労したこと 

がない 

120 時間 

以上 

120 時間未

満下限時間

以上 

下限時間 

未満 

１．フルタイム就労 

２．育休・介護休業中 

    

３．パートタイム就労 

４．育休・介護休業中 

120 時間 

以上 

   

120 時間 

未満下限 

時間以上 

  

   

下限時間 

未満 

   

５．現在は就労していない 

６．就労したことがない 

  

タイプＢ タイプＣ 

タイプＣ 

タイプＣ’ 

タイプ E 

 

タイプ E’ 

 

タイプＣ’ 

タイプＤ 

タイプＤ 

タイプＦ 

配偶者がいる 

両親ともにフルタイム 

フルタイムとパート等

との共働き 

専業主婦（主夫） 

両親ともにフルタイム

以外 

タイプＡ 

ひとり親家庭 

タイプＢ 

フルタイム×フルタイム 

タイプＣ 

フルタイム×パート等 

タイプＤ 

専業主婦（主夫） 

タイプＥ 

パート等×パート等 

タイプＦ 

無業×無業 

Ｙｅｓ 

Ｎｏ 

Ｎｏ 

Ｎｏ 

Ｎｏ 

Ｙｅｓ 

Ｙｅｓ 

Ｙｅｓ 

Ｙｅｓ 

タイプＣ及びＥについ

ては、さらに「保育の

利用希望がない」タイ

プに分ける 

【３歳以上の場合】 

幼稚園を利用してい

て、保育所・認定こど

も園の希望がない 

【０～２歳の場合】 

保育の利用希望がない 

タイプＣ’ 

フルタイム×パート等 

タイプＥ’ 

パート等×パート等 

Ｎｏ 

０～２歳は３号認定、３歳以上は２号認定 
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 ＜ＳＴＥＰ２＞潜在家庭類型の算出 

 

 

 

 

１）パート等から、フルタイムあるいは無業（専業主婦）への転換希望 

 

 

 

 

 

 

２）無業から、フルタイムあるいはパート等への転換希望 

 

 

 

 

 

 

                  母親 

 

 

父親 

１．フルタイム就労 

２．育休・介護休業中 

３．パートタイム就労 

４．育休・介護休業中 

５．現在は就労 

していない 

６．就労したこと 

がない 

120 時間 

以上 

120 時間未

満下限時間

以上 

下限時間 

未満 

１．フルタイム就労 

２．育休・介護休業中 

    

３．パートタイム就労 

４．育休・介護休業中 

120 時間 

以上 

   

120 時間 

未満下限 

時間以上 

  

   

下限時間 

未満 

   

５．現在は就労していない 

６．就労したことがない 

  

 

※「現在の家庭類型」で分別したタイプから、母親の就労状況の転換希望によりタイプ

を移動します、量の見込みの算出にあたり、潜在ニーズ（就労状況の転換希望を勘案

したニーズのこと）を含めて行う必要があり、潜在家庭類型を算出します。 

タイプＢ 

フルタイム×フルタイム 
タイプＣ 

フルタイム×パート等 
タイプＤ 

専業主婦（主夫） 

タイプＥ 

パート等×パート等 

タイプＤ 

専業主婦（主夫） 

タイプＣ 

フルタイム×パート等 

タイプＢ タイプＣ 

タイプＣ 

タイプＣ’ 

タイプ E 

 

タイプ E’ 

 

タイプＣ’ 

タイプＤ 

タイプＤ 

タイプＦ 

量の見込みの算出は、潜在家庭類型に基づき行います。 
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３ 量の見込みの算出方法 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※全国共通で「量の見込み」を算出する項目について、項目ごとに算出を行います。 

基本的に算出の手順は、１ページにも記載しましたが、３つの要素を乗じることで行

います。 

１ 母数となる推計児童数（計画期間における将来人口の推計） 

２ 潜在家庭類型から対象となる類型の割合を乗じる 

３ ニーズ調査で把握した対象施設・事業の利用意向を乗じる 

推計児童数（人）×潜在家庭類型（％）×利用意向（％、回）＝量の見込み 
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Ⅱ 人口推計 
 
１ 推計条件 

 

 

 

 

 

 

 

２ 推計方法 

 

 

 

 

 

 

推計期間：平成27年～平成31年 

推計人口：子ども人口（０歳～５歳、小学生） 

推計対象：市全体、中学校区 

      

■コーホート変化率法で推計 

 基準年：平成26年 

 データ：平成20年～26年の３月末現在の学区別、性・年齢１歳階級別人口 

 合計特殊出生率：国立社会保障・人口問題研究所が平成25年３月の推計（中位）に

用いた仮定値を参考に、実際の中学校区別出生数（０歳児人口）

で補正 

         中学校区別出生数は、15歳から49歳までの女性人口に女性の年

齢別出生数（補正値）を乗じて設定 

 男女児性比：中学校区別は平成20年～26年の平均比を使用 

 市全体人口：中学校区人口の積み上げ 

※コーホート変化率法 

「コーホート」とは、ある年（期間）に生まれた集団のことをいい、コーホート法

とは、その集団のある期間の人口変化を観察することで、将来人口を推計する方法を

いいます。コーホート法による人口推計の主な方法としては、「変化率法」と「要因

法」があります。 

コーホート変化率法とは、あるコーホート（同時出生集団）の一定期間における人

口の変化率に着目し、その変化率が対象地域の年齢別人口変化の特徴であり、将来に

わたって維持されるものと仮定して、将来人口を算出する方法のことです。 
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３ 推計結果 
 

○本市の人口推計の結果は、次のとおりです。 

 

■総人口・年齢３区分別人口推計 

8,205 7,967 7,694 7,413 7,173 6,920

35,753 35,152 34,717 34,408 34,057 33,802

14,618 15,017 15,262 15,363 15,450 15,434

58,576 58,136 57,673 57,184 56,680 56,156

0

20,000

40,000

60,000

平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年

(人)

０～14歳 15～64歳 65歳以上 総人口
 

 

■子ども人口の推計 

456 453 436 423 412 403

961 962 908 887 860 835

1,556 1,533 1,494 1,439 1,345 1,331

1771
1,690

1,592
1,543 1,521 1,482

1,507 1,412 1,395 1,344 1,341 1,273

5,324
5,4795,636

5,825
6,050

6,251

0

2,000

4,000

6,000

平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年

(人)

０歳 １～２歳 ３～５歳 ６～８歳 ９～11歳 総数

 

推計 実績 

推計 実績 
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■市全体 子ども人口の推計結果 

年齢 
実績 推計 

平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年 

０歳 
456 
448 

453 
432 

436 
417 

423 
405 

412 
395 

403 
388 

１歳 
511 
499 

458 
449 

456 
431 

439 
418 

426 
406 

415 
398 

２歳 
450 
464 

504 
496 

452 
444 

448 
427 

434 
414 

420 
402 

３歳 
489 
508 

439 
456 

491 
485 

439 
437 

436 
421 

422 
407 

４歳 
499 
497 

481 
500 

430 
446 

482 
476 

430 
426 

429 
412 

５歳 
519 
518 

492 
490 

474 
494 

423 
438 

475 
470 

422 
421 

小計 
2,924 
2,934 

2,827 
2,823 

2,739 
2,717 

2,654 
2,601 

2,613 
2,532 

2,511 
2,428 

６歳 
519 
516 

506 
505 

478 
476 

464 
481 

412 
427 

463 
457 

７歳 
515 
523 

516 
515 

503 
503 

476 
475 

461 
478 

410 
427 

８歳 
522 
516 

511 
518 

513 
511 

499 
499 

472 
470 

458 
475 

９歳 
559 
561 

522 
517 

510 
517 

510 
509 

499 
499 

471 
469 

10歳 
608 
601 

558 
559 

521 
514 

510 
516 

511 
508 

498 
497 

11歳 
604 
600 

610 
603 

561 
559 

523 
515 

511 
516 

513 
509 

小計 
3,327 
3,317 

3,223 
3,217 

3,086 
3,080 

2,982 
2,995 

2,866 
2,898 

2,813 
2,834 

注）下段の数字は、平成26年が平成25年までのデータによる推計値。平成27年以降 

  も平成25年までのデータによる推計値。 

 



12 

■高石中学校区／子ども人口の推計 

139 150 145 142 139 137

324 323 305 311 303 296

607 585 589 588 547 548

670
654 607 615 592 595

582 541 542 489 498 474

2,0502,079
2,1452,188

2,253
2,322

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年

(人)

０歳 １～２歳 ３～５歳 ６～８歳 ９～11歳 総数
 

 

 
■高南中学校区／子ども人口の推計 

139 129 122 116 111 107

254 248 254 237 226 215

447 437
403 384 362 327

519
494

470
433

425
391

337338354359399422

1,781
1,707

1,608
1,524

1,462
1,377

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年

(人)

０歳 １～２歳 ３～５歳 ６～８歳 ９～11歳 総数
 

 

 

 

 

推計 実績 

推計 実績 
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■取石中学校区／子ども人口の推計 

178 174 169 165 162 159

383 391 349 339 331 324

502 511 502 467 436 456

582 542 515 495 504 496

462505501494472503

2,149
2,090

2,029 1,967 1,938 1,897

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年

(人)

０歳 １～２歳 ３～５歳 ６～８歳 ９～11歳 総数
 

推計 実績 
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Ⅲ 特定教育・保育事業の見込み 
 

１ 幼稚園・認定こども園 

■見込み量算出の考え方 

対象家庭 

類 型 

１号認定：□Ａ □Ｂ □Ｃ ■Ｃ’ ■Ｄ □Ｅ ■Ｅ’ ■Ｆ  

２号認定（幼稚園希望）：■Ａ ■Ｂ ■Ｃ □Ｃ’□Ｄ ■Ｅ □Ｅ’□Ｆ 

※Ａ：ひとり親 Ｂ：フルタイム共働き Ｃ：フルタイム・パート等共働き（パート長時間） 

Ｃ’:フルタイム・パート等共働き（短時間） Ｄ：専業主婦 Ｅ：パート等共働き（長時間） 

 Ｅ’:パート等共働き（短時間） Ｆ：共に未就労 

対象年齢 ３歳～５歳 

算出方法 

 国の手引きによる平成27年度～31年度の量の見込み 

「量の見込み(人)」＝「家庭類型別児童数(人)」×「利用意向率(割合)」 

※「家庭類型児童数(人)」＝「推計児童数(人)」×「家庭類型(割合)」 

※「利用意向率(割合)」＝ニーズ調査により把握した幼稚園・認定こども

園利用意向の割合」 

 

■年齢１歳階級別 幼稚園・認定こども園（幼稚園部）のニーズ量 

年齢 
平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 

１号 ２号幼 １号 ２号幼 １号 ２号幼 １号 ２号幼 １号 ２号幼 

３ 歳 219 29 245 32 219 29 218 29 211 28 

４ 歳 218 38 195 34 218 38 195 34 194 34 

５ 歳 238 59 229 57 204 50 230 57 204 50 

合 計 675 126 669 123 641 117 643 120 609 112 

全 市 674 125 666 124 640 119 642 119 608 113 

注）合計は、３歳～５歳の合算。全市はワークシートで、年齢を分けずに算出した数値。 

 

■実績 

年齢 
平成24年度 平成25年度 平成26年度 

１号 ２号幼 １号 ２号幼 １号 ２号幼 

３ 歳 193 221 174 

４ 歳 332 312 299 

５ 歳 347 352 298 

合 計 872 885 771 
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２ 保育所・認定こども園 

■見込み量算出の考え方 

対象家庭 

類 型 

３号認定：■Ａ ■Ｂ ■Ｃ □Ｃ’□Ｄ ■Ｅ □Ｅ’□Ｆ 

２号認定（保育所希望）：■Ａ ■Ｂ ■Ｃ □Ｃ’□Ｄ ■Ｅ □Ｅ’□Ｆ 

※Ａ：ひとり親 Ｂ：フルタイム共働き Ｃ：フルタイム・パート等共働き（パート長時間） 

Ｃ’:フルタイム・パート等共働き（短時間） Ｄ：専業主婦 Ｅ：パート等共働き（長時間） 

 Ｅ’:パート等共働き（短時間） Ｆ：共に未就労 

対象年齢 ０歳～５歳 

算出方法 

 国の手引きによる平成27年度～31年度の量の見込み 

「量の見込み(人)」＝「家庭類型別児童数(人)」×「利用意向率(割合)」 

※「家庭類型児童数(人)」＝「推計児童数(人)」×「家庭類型(割合)」 

※「利用意向率(割合)」＝ニーズ調査により把握した保育事業利用意向の

割合」 

 

■保育所・認定こども園（保育園部）のニーズ量 

年齢 
平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 

３号 ２号保 ３号 ２号保 ３号 ２号保 ３号 ２号保 ３号 ２号保 

０歳 121  116  113  110  107  

１歳 190  190  182  177  173  

２歳 194  174  173  167  162  

３歳  146  164  145  146  141 

４歳  188  168  189  168  168 

５歳  167  161  144  162  144 

合 計 505 501 480 493 468 478 454 476 442 453 

全 市 502 502 476 496 465 478 451 477 438 453 

注）合計は、３歳～５歳の合算。全市はワークシートで、年齢を分けずに算出した数値（ただし、３号は、

０歳と１・２歳の２区分で算出） 

 

 

■実績 

年齢 平成24年度 平成25年度 
平成26年度 
（見込み） 

０ 歳 103 108 110 

１ 歳 161 152 169 

２ 歳 169 182 170 

３ 歳 189 168 191 

４ 歳 180 198 182 

５ 歳 184 185 202 

合 計 986 993 1024 
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Ⅳ 地域子ども・子育て支援事業の見込み 
 

１ 放課後児童健全育成事業 

■見込み量算出の考え方 

対象家庭 

類 型 

■Ａ ■Ｂ ■Ｃ □Ｃ’□Ｄ ■Ｅ □Ｅ’□Ｆ 

※Ａ：ひとり親 Ｂ：フルタイム共働き Ｃ：フルタイム・パート等共働き（パート長時間） 

Ｃ’:フルタイム・パート等共働き（短時間） Ｄ：専業主婦 Ｅ：パート等共働き（長時間） 

 Ｅ’:パート等共働き（短時間） Ｆ：共に未就労 

対象年齢 小学生 

算出方法 

 国の手引きによる平成27年度～31年度の量の見込み 

「量の見込み(人)」＝「家庭類型別児童数(人)」×「利用意向率(割合)」 

※「家庭類型児童数(人)」＝「推計児童数(人)」×「家庭類型(割合)」 

※「利用意向率(割合)」＝ニーズ調査により把握した放課後児童クラブの

利用意向割合」 

 

■放課後児童クラブのニーズ量（５歳児によるニーズ量） 

 
平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 

低学年 高学年 低学年 高学年 低学年 高学年 低学年 高学年 低学年 高学年 

全 市 516 338 503 318 485 308 453 304 448 296 

 

■実績 

学年 平成24年度 平成25年度 
平成26年度 
（見込） 

全 市 429人 428人 430人 
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２ 時間外（延長）保育事業 

■見込み量算出の考え方 

事業概要 
保育認定を受けた子どもについて、通常の利用日および利用時間以外の日およ

び時間において、保育園、認定こども園等において保育を行う事業 

対象家庭 

類 型 

■Ａ ■Ｂ ■Ｃ □Ｃ’ □Ｄ ■Ｅ □Ｅ’ □Ｆ  

※Ａ：ひとり親 Ｂ：フルタイム共働き Ｃ：フルタイム・パート等共働き（パート長時間） 

Ｃ’:フルタイム・パート等共働き（短時間） Ｄ：専業主婦 Ｅ：パート等共働き（長時間） 

 Ｅ’:パート等共働き（短時間） Ｆ：共に未就労 

対象年齢 ０歳～５歳 

算出方法 

 国の手引きによる平成27年度～31年度の量の見込み 

「量の見込み(人)」＝「家庭類型別児童数(人)」×「利用意向率(割合)」 

※「家庭類型別児童数(人)」＝「推計児童数(人)」×「家庭類型(割合)」 

※「利用意向率(割合)」＝ニーズ調査により把握した時間外保育（18時30

分以降）事業利用意向の割合」 

 

■ニーズ量（利用実人数）18時半 

 
平  成 

27年度 

平  成 

28年度 

平  成 

29年度 

平  成 

30年度 

平  成 

31年度 

全 市 231 224 217 214 205 

 

■実績（利用人数）18時以降 

 
平  成 

24年度 

平  成 

25年度 

平  成 

26年度 

全 市 480 671 600 

 

■見込み量（利用実人数）18時半 

 
平  成 

27年度 

平  成 

28年度 

平  成 

29年度 

平  成 

30年度 

平  成 

31年度 

全 市 600 600 600 600 600 
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３ 子育て短期支援事業 

■見込み量算出の考え方 

事業概要 
保護者の疾病等の理由により、家庭において養育を受けることが一時的に困難

となった児童について、児童養護施設等に入所させ、必要な保護を行う事業 

対象家庭 

類 型 

■Ａ ■Ｂ ■Ｃ ■Ｃ’ ■Ｄ ■Ｅ ■Ｅ’ ■Ｆ  

※Ａ：ひとり親 Ｂ：フルタイム共働き Ｃ：フルタイム・パート等共働き（パート長時間） 

Ｃ’:フルタイム・パート等共働き（短時間） Ｄ：専業主婦 Ｅ：パート等共働き（長時間） 

 Ｅ’:パート等共働き（短時間） Ｆ：共に未就労 

対象年齢 ０歳～18歳 

算出方法 

 国の手引きによる平成27年度～31年度の量の見込み 

「量の見込み(人日)」＝「家庭類型別児童数(人)」×「利用意向率(割合)」

×「利用日数」 

※「家庭類型別児童数(人)」＝「推計児童数(人)」×「家庭類型(割合)」 

※「利用意向率(割合)」＝ニーズ調査により把握した全家庭の泊りがけの

預け先で「短期入所生活援助事業を利用」及び

仕方なく子どもだけで留守番をさせた」と回答

した人の割合 

※「利用日数」＝１年間の対処日数 

 

■ニーズ量（利用延人数・人日） 

地域別 
平  成 

27年度 

平  成 

28年度 

平  成 

29年度 

平  成 

30年度 

平  成 

31年度 

全 市 22 21 21 20 20 

 

■実績（利用延人数・人日） 

地域別 
平  成 

24年度 

平  成 

25年度 

平  成 

26年度 

全 市 60 95 50 

 

■３月末時点の見込み量（利用延人数・人日） 

地域別 
平  成 

27年度 

平  成 

28年度 

平  成 

29年度 

平  成 

30年度 

平  成 

31年度 

全 市 50 50 50 50 50 
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４ 地域子育て支援拠点事業 

■見込み量算出の考え方 

事業概要 
乳幼児およびその保護者が相互の交流を行う場所を開設し、子育てについての

相談、情報の提供、助言、その他の援助を行う事業 

対象家庭 

類 型 

■Ａ ■Ｂ ■Ｃ ■Ｃ’ ■Ｄ ■Ｅ ■Ｅ’ ■Ｆ  

※Ａ：ひとり親 Ｂ：フルタイム共働き Ｃ：フルタイム・パート等共働き（パート長時間） 

Ｃ’:フルタイム・パート等共働き（短時間） Ｄ：専業主婦 Ｅ：パート等共働き（長時間） 

 Ｅ’:パート等共働き（短時間） Ｆ：共に未就労 

対象年齢 ０歳～５歳 

算出方法 

 国の手引きによる平成27年度～31年度の量の見込み 

「量の見込み(人回)」＝「家庭類型別児童数(人)」×「利用意向率(割合)」

×「利用意向回数」 

※「家庭類型別児童数(人)」＝「推計児童数(人)」×「家庭類型(割合)」 

※「利用意向率(割合)」＝ニーズ調査により把握した０～２歳の全家庭の

利用している人及び、今後利用したいと回答し

た人の割合 

※「利用意向回数」＝利用したい１か月あたりの回数 

 

■ニーズ量（年間利用延人回） 

 
平  成 

27年度 

平  成 

28年度 

平  成 

29年度 

平  成 

30年度 

平  成 

31年度 

全 市 22,440 21,312 20,772 20,172 19,632 

 

■実績（利用延人回） 

 
平  成 

24年度 

平  成 

25年度 

平  成 

26年度 

全 市 16,735 18,970 19,000 

 

■見込み量（利用延人回） 

 
平  成 

27年度 

平  成 

28年度 

平  成 

29年度 

平  成 

30年度 

平  成 

31年度 

全 市 20000 20000 20000 20000 20000 
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５ 一時預かり事業 

■見込み量算出の考え方 

事業概要 

家庭において保育を受けることが一時的に困難となった乳幼児について、主と

して昼間において、認定こども園、幼稚園、保育園、地域子育て支援拠点その

他の場所において、一時的に預かり、必要な保護を行う事業 

対象家庭 

類 型 

１号認定：□Ａ □Ｂ □Ｃ ■Ｃ’ ■Ｄ □Ｅ ■Ｅ’ ■Ｆ  

２号認定（幼稚園希望）：■Ａ ■Ｂ ■Ｃ □Ｃ’□Ｄ ■Ｅ □Ｅ’□Ｆ 

その他：■Ａ ■Ｂ ■Ｃ ■Ｃ’ ■Ｄ ■Ｅ ■Ｅ’ ■Ｆ 

※Ａ：ひとり親 Ｂ：フルタイム共働き Ｃ：フルタイム・パート等共働き（パート長時間） 

Ｃ’:フルタイム・パート等共働き（短時間） Ｄ：専業主婦 Ｅ：パート等共働き（長時間） 

 Ｅ’:パート等共働き（短時間） Ｆ：共に未就労 

対象年齢 
１号認定及び２号認定：３歳～５歳 

その他：０～５歳 

算出方法 

 国の手引きによる平成27年度～31年度の量の見込み 

【１号認定による利用】 

 「量の見込み」＝「家庭類型別児童数」×「利用意向」 

  ※「家庭類型別児童数(人)」＝「推計児童数(人)」×「家庭類型(割合)」 

※「利用意向」＝ニーズ調査により把握した３～５歳の、専業主婦家庭等

の幼稚園利用者の不定期事業利用意向の年間の平均日

数 

【２号認定による利用】 

「量の見込み」＝「家庭類型別児童数」×「利用意向」 

  ※「家庭類型別児童数(人)」＝「推計児童数(人)」×「家庭類型(割合)」 

※「利用意向」＝２号認定のうち、幼児期の学校教育の利用希望が強いと

想定される人の年間の就労日数 

★２号認定で幼稚園の預かり保育の希望は、41.5％であることから、補

正係数として0.415を乗じる 

【その他の利用】 

「量の見込み」＝「家庭類型別児童数」×「利用意向」 

  ※０歳から２歳以下を対象 

  ※「家庭類型別児童数(人)」＝「推計児童数(人)」×「家庭類型(割合)」 

※「利用意向」＝ニーズ調査により把握した不定期事業利用意向の年間の

平均日数 

★保育所等保育事業の利用者は、実際には不定期事業の利用はほとんどな

いと見込まれることから、家庭類型から除く 

 

■ニーズ量（年間あたり利用日数・人日） 

 対象者 
平  成 

27年度 

平  成 

28年度 

平  成 

29度 

平  成 

30年度 

平  成 

31年度 

全 市 

１ 号 1,083 1,070 1,031 1,028 976 

２ 号 13,000 12,844 12,374 12,347 11,720 

その他 8,668 8,233 8,025 7,792 7,584 
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６ 病児・病後児保育事業 

■見込み量算出の考え方 

事業概要 

病児について、病院・保育園等に付設された専用スペース等において、看護師

等が一時的に保育等を行う事業 

病後時などに、ファミリー・サポート・センター事業を利用して子どもを預か

ったりすることも含む 

対象家庭 

類 型 

■Ａ ■Ｂ ■Ｃ □Ｃ’□Ｄ ■Ｅ □Ｅ’□Ｆ 

※Ａ：ひとり親 Ｂ：フルタイム共働き Ｃ：フルタイム・パート等共働き（パート長時間） 

Ｃ’:フルタイム・パート等共働き（短時間） Ｄ：専業主婦 Ｅ：パート等共働き（長時間） 

 Ｅ’:パート等共働き（短時間） Ｆ：共に未就労 

対象年齢 ０歳～５歳（保育所通所児童） 

算出方法 

 国の手引きによる平成27年度～31年度の量の見込み 

「量の見込み」＝「家庭類型別児童数」×「利用頻度」×「利用意向日数」 

  ※「家庭類型別児童数(人)」＝「推計児童数(人)」×「家庭類型(割合)」 

※「利用意向」＝ニーズ調査により把握した対象事業等を利用した、また

は利用したいと回答した人の割合 

  ※「利用意向日数」＝利用意向を示した人の利用日数及び利用希望日数 

    ★補正値として、キャンセル率（病後児保育の全国平均24.6％）を考慮 

 

■就学前子どものニーズ量（年間あたり利用日数） 

 
平  成 

27年度 

平  成 

28年度 

平  成 

29度 

平  成 

30年度 

平  成 

31年度 

全 市 3,253 3,152 3,054 3,007 2,890 
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７ 子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業） 

■見込み量算出の考え方 

事業概要 

乳幼児や小学生等の児童を有する子育て中の保護者を会員として、児童の預か

り等の援助を受けることを希望する人と、当該援助を行うことを希望する人と

の相互援助活動に関する連絡や調整を行う事業 

対象家庭 

類 型 

■Ａ ■Ｂ ■Ｃ ■Ｃ’■Ｄ ■Ｅ ■Ｅ’■Ｆ 

※Ａ：ひとり親 Ｂ：フルタイム共働き Ｃ：フルタイム・パート等共働き（パート長時間） 

Ｃ’:フルタイム・パート等共働き（短時間） Ｄ：専業主婦 Ｅ：パート等共働き（長時間） 

 Ｅ’:パート等共働き（短時間） Ｆ：共に未就労 

対象年齢 満３か月～10歳までの子どもをもち、子育ての援助を必要としている人 

算出方法 

 国の手引きによる平成27年度～31年度の量の見込み 

「量の見込み」＝「家庭類型別児童数」×「利用意向率」×「利用意向日数」 

  ※「家庭類型別児童数(人)」＝「推計児童数(人)」×「家庭類型(割合)」 

※「利用意向率」＝ニーズ調査により把握した５歳児の放課後の時間を過

ごさせたい場所で、対象事業を選択した人の割合 

  ※「利用意向日数」＝利用意向を示した人の利用希望日数 

 

 

■就学児のニーズ量（年間あたり利用平均日数） 

地 域 
平  成 

27年度 

平  成 

28年度 

平  成 

29度 

平  成 

30年度 

平  成 

31年度 

全 市 31 30 28 27 27 

注）５歳児の低学年時、高学年時の利用希望の合算 
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８ 利用者支援事業 

■見込み量算出の考え方 

事業概要 

子どもまたはその保護者の身近な場所で、教育・保育施設や地域の子育て支援

事業等の情報提供および必要に応じ相談・助言等を行うとともに、関係機関と

の連絡調整等を実施する事業 

対象家庭 

類 型 

■Ａ ■Ｂ ■Ｃ ■Ｃ’ ■Ｄ ■Ｅ ■Ｅ’ ■Ｆ  

※Ａ：ひとり親 Ｂ：フルタイム共働き Ｃ：フルタイム・パート等共働き（パート長時間） 

Ｃ’:フルタイム・パート等共働き（短時間） Ｄ：専業主婦 Ｅ：パート等共働き（長時間） 

 Ｅ’:パート等共働き（短時間） Ｆ：共に未就労 

対象年齢 ０歳～５歳 

算出方法 

 国による利用者支援事業の実施要綱（案）に基づき、か所数を見込む。 

 

※国による利用者支援事業の実施要綱（案） 

 日常的に利用でき、かつ相談機能を有する施設や市町村窓口などでの実施

とする。 

 特定型：行政の一環として行われる側面が強い形態 

 基本型：独立した事業として行われる形態（地域子育て支援拠点における

利用者支援など） 

 

■見込み量（実施か所数） 

 
平  成 

27年度 

平  成 

28年度 

平  成 

29度 

平  成 

30年度 

平  成 

31年度 

全 市 ３ ３ ３ ３ ３ 
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９ 乳児家庭全戸訪問事業 

■見込み量算出の考え方 

事業概要 
生後４か月までの乳児のいる全ての家庭を訪問し、子育て支援に関する情報提

供や養育環境等の把握を行う事業 

対象家庭 

類 型 

■Ａ ■Ｂ ■Ｃ ■Ｃ’■Ｄ ■Ｅ ■Ｅ’■Ｆ 

※Ａ：ひとり親 Ｂ：フルタイム共働き Ｃ：フルタイム・パート等共働き（パート長時間） 

Ｃ’:フルタイム・パート等共働き（短時間） Ｄ：専業主婦 Ｅ：パート等共働き（長時間） 

 Ｅ’:パート等共働き（短時間） Ｆ：共に未就労 

対象年齢 生後４か月までの乳児 

算出方法 

 人口推計による０歳児の人数、訪問実績件数等により量を見込む 

 「量の見込み」＝「計画期間別０歳児の人口推計」×「０歳児の平均訪問率」 

※「０歳児の人口」：過去３年間程度の住基人口による０歳児の人口 

 ※「訪問件数（実績）」：過去３年間程度の訪問件数 

 ※「０歳児の平均訪問率」＝「３年間の訪問件数」÷「３年間の０歳児の人口」 

 

■実績（年間対象児数） 

地 域 
平  成 
24年度 

平  成 
25年度 

平  成 
26年度 

(見込み) 

全 市 469 452 450 

  ０歳児人口      465        498       456 

 

■見込み量（年間対象児数） 

地 域 
平  成 

27年度 

平  成 

28年度 

平  成 

29年度 

平  成 

30年度 

平  成 

31年度 

全 市 453 436 423 412 403 

参考：０歳児人口    453       436        423        412       403 
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10 妊婦健康診査事業 

■見込み量算出の考え方 

事業概要 

妊婦の健康の保持および増進を図るため、妊婦に対する健康診査として、  

①健康状態の把握、②検査計測、③保健指導を実施するとともに、妊娠期間中

の適時に必要に応じた医学的検査を実施する事業 

対   象 妊娠届出者 

算出方法 

 人口推計による０歳児の人数、妊婦健康診査実績件数等により量を見込む 

 「量の見込み（初回健診分）」＝「計画期間別０歳児の人口推計」×「初回

健診平均割合」 

 「量の見込み（延健診件数）」＝「計画期間別０歳児の人口推計」×「１人

あたりの平均健診回数」 

＜参考＞ 

※「０歳児の人口」：過去３年間程度の住基人口による０歳児の人口 

 ※「初回健診件数（実績）」：過去３年間程度の件数 

 ※「延健診件数（実績）」＝過去３年間程度の件数 

 ※「初回健診の平均割合」＝「初回健診件数」÷「０歳児人口」 

 ※「１人あたりの平均健診回数」＝「延健診件数（実績）÷「初回健診件数」 

 ※「初回健診分の量の見込み」＝「計画期間別０歳児の人口推計」× 

 

 

■実績（年間対象者数） 

 
平  成 
24年度 

平  成 
25年度 

平  成 
26度年 
（見込み） 

人 数 785 754 750 

回 数 6551 5734 5700 

 

■見込み量（年間対象者数） 

 
平  成 

27年度 

平  成 

28年度 

平  成 

29度 

平  成 

30年度 

平  成 

31年度 

人 数 750 750 750 750 750 

回 数 5700 5700 5700 5700 5700 
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11 養育支援訪問事業 

■見込み量算出の考え方 

事業概要 
養育支援が特に必要な家庭に対して、その居宅を訪問し、養育に関する指導・

助言等を行うことにより、当該家庭の適切な養育の実施を確保する事業 

対   象 養育の支援が特に必要な家庭 

 

 

■実績（対象世帯数） 

 
平  成 
24年度 

平  成 
25年度 

平  成 
26度年 
（見込み） 

世帯数 17 23 20 

 

 

■見込み量（対象世帯数） 

 
平  成 

27年度 

平  成 

28年度 

平  成 

29年度 

平  成 

30年度 

平  成 

31年度 

世帯数 20 20 20 20 20 
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Ⅲ 自 由 意 見 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
 



 
Ⅲ 自由意見 

１ 就学前子ども保護者 

 

 

１ 就学前子ども保護者 
 

 就学前のお子さんの教育・保育に対する要望や子育て支援についてたずねたところ、４６

２件のご意見をいただきました。 

 ８項目別に整理すると、５５３件のご意見をいただきました。 

 

 

各項目のいただいた主なご意見は以下のとおりです。 

 

１ 教育・保育サービスについて 

 ①保育所・幼稚園について 

○公立幼稚園でも３年保育、延長保育があれば、保護者の選択肢も増える。 

○公立幼稚園で、２つの小学校に分かれるのに、一方としか交流がないのは疑問。 

○認定こども園のような施設の数を増やしてほしい。 

   ②放課後クラブ（あおぞら児童会）について 

○学童保育の時間延長及び対象を小学校高学年にも広げてほしい。 

○開所時間の延長。平日は19時までにしてほしい。 

○習字やそろばんなどの教育にも取り組んでほしい。 

 

  ２ 子どもの健康について 

   ①医療費の助成について 

○医療費助成が近隣の市に比べて充実していない。 

○乳幼児医療が小学校3年生までと年齢が他の市に比べて低い。 

   ②医療機関の充実について 

○市立病院がほしい。 

○入院できる小児科がない、夜間救急対応できる大学病院のようなものがほしい。 

 

 

項 目 件 数 

１ 教育・保育サービスについて １５９件 

２ 子どもの健康について １１８件 

３ 子どもの安全の確保について １９件 

４ 生活環境の整備について １００件 

５ 学校や地域について ３３件 

６ 仕事と子育ての両立について ２１件 

７ 行政サービスの充実について ７４件 

８ その他 ２９件 



 

 

 

  ３ 子どもの安全の確保について 

 ①通学路について 

○通学路を抜け道として利用する車のスピードが速く危険。 

○もっと安全に学校に行ける道路の整備をしてほしい。 

○歩道の幅が狭い。 

   ②犯罪・事故防止について 

○子どもの安全が心配のため、街灯を設置してほしい。 

○資格を有する様々な年齢の保育士で子育て支援してほしい。 

 

  ４ 生活環境の整備について 

 ①公園等について 

○公園の遊具で１～２才の子でも遊びやすいものを増やしてほしい。 

○トイレ付き公園を増やして欲しい。 

○雨の日でも、小さい子どもたちが遊べる広い遊び場がほしい。 

 ②歩道等について 

○ベビーカーを押しやすいように歩道を整備してほしい。 

○ガードレールのない歩道が多い。 

 

５ 学校や地域について 

 ①学校・教育について 

○絵本や児童劇、人形劇、物作り（工作）や体験（農業）などを通じて心豊かにいじ

めなどない地域にしてほしい。 

○全国的に注目されるような英語教育の充実 

○画期的な教育方法などを取り入れ、学力レベルの向上などに力を入れてほしい。 

 ②地域活動について 

○地域の幼稚園での交流事業（未就学児向け）の回数・機会を増やす。 

○保護者自身が「子育てをしている主役」となれるような場づくり。 

 

６ 仕事と子育ての両立について 

○安心して預けて働ける環境が身近にあること。 

○仕事と子育て、頑張りすぎず、両立していくために、保育園及び保育所を充実。 

○病児保育の充実 

 

７ 行政サービスの充実について 

 ①負担の軽減 

○個人サークルへの支援を充実させてほしい。 

○公立幼稚園を希望する場合の負担を低くしてほしい。 

○妊婦検診の助成額が他市と比べて、自己負担がかなり大きい。 

   ②情報提供 

○子育てカレンダーや学童保育、ファミリーサポートに関する情報の積極的な提供。 



 
Ⅲ 自由意見 

１ 就学前子ども保護者 

 

 

 ③行政サービスについて 

○行政サービスが子育て世帯よりも、高齢者に片重している。 

○図書館の絵本の充実。 

○高石市の小学校にプールがない。 

 ④講座やイベントについて 

○もっと参加できるイベント等を増やす。 

○離乳食講習会がとても楽しい。 

 

  ８ その他 

○アンケート結果をきちんと示してほしい。 

○子育て支援センターや市立幼稚園の方から暖かい声をかけて頂き感謝しています。 

○避難訓練で小学生が園児と手をつなぎ避難場所へ連れて行ってくれたことはとて

も安心できる。 



 

 

 

２ 小学生保護者 
 

 小学生のお子さんの教育に対する要望や子育て支援についてたずねたところ、３５６件の

ご意見をいただきました。 

 ８項目別に整理すると、４２０件のご意見をいただきました。 

 

 

各項目のいただいた主なご意見は以下のとおりです。 

 

１ 教育・保育サービスについて 

 ①保育所・幼稚園について 

○幼稚園、保育所の規模縮小・民営化を進めるのであれば、それに代わるこども園な

どの充実、増設。 

○二人目の出産に伴い、仕事を休むと、上の子が保育園に通えなくなるのはおかしい。 

 ②放課後クラブ（あおぞら児童会）について 

○あおぞら児童会の４年生以降の利用を早急にしてほしい。 

○利用人数の少ない時間帯は指導員の数も減らし、合同にするなど配置を工夫する。 

○指導員の方の技術の向上、子供の勉強も見てくれるなどの内容の充実。 

 

  ２ 子どもの健康について 

 ①医療費の助成について 

○乳幼児医療の拡大。 

○他市と比較して子供の医療費に対して公助が少ない。 

○インフルエンザ接種をせめて１回分は公費にしたりできないものかと思います。 

   ②医療機関の充実について 

○病児保育所・施設を設置して欲しい。夜間に小児科を受診可能にして欲しい。 

○夜間、休日等、高熱の子どもを抱えて他市の病院へ行くしかないのが辛い。 

 

項 目 件 数 

１ 教育・保育サービスについて ８６件 

２ 子どもの健康について ８０件 

３ 子どもの安全の確保について ３２件 

４ 生活環境の整備について ６１件 

５ 学校や地域について ６８件 

６ 仕事と子育ての両立について ５件 

７ 行政サービスの充実について ５３件 

８ その他 ３５件 



Ⅲ 自由意見 
２ 小学生子ども保護者 

 

 

  ３ 子どもの安全の確保について 

 ①通学路について 

○通学路で、危険な箇所が多い。 

○通学路の通り抜けで通る車をなくしてほしい。 

   ②犯罪・事故防止について 

○犯罪の防止のために、ブルーの外灯の導入 

○通学の安全パトロールについて、あおぞらの子に合わせて５時まで見守りの延長。 

○中学校の校区割の再検討。 

 

  ４ 生活環境の整備について 

 ①公園等について 

○子どもたちがのびのびと遊べる場所を増やしてほしい。 

○高師浜海岸をきれいにして、子どもたちが水辺で遊べるようにしてほしい。 

○公園が少なく放課後、体を動かして思いきり遊べる場所がない。 

 ②歩道等について 

○道が狭い。 

○旧休日診療所の辺りが暗く、木が歩道まで繁っており危険。 

○新しくできた道路の中間に信号をつけてほしい。 

 

５ 学校や地域について 

 ①学校・教育について 

○授業進度が遅くなりがち、レベル別の授業にしてほしい。 

○プールのある学校とない学校があるのはおかしい。 

○中学校区に偏りがあり、子どもの通学時間に負担がかかりすぎ。 

 ②地域活動について 

○もっと地域に皆が目を向ける様になれば防犯や地域の活性化等につながる。 

○母子家庭・父子家庭はPTA等の参加を強制させないでほしい。 

 

６ 仕事と子育ての両立について 

○あおぞら児童会を６年生まで拡充する。 

○仕事をするにしても、保育園の入所基準の緩和。 

○フルタイムで働くため、あおぞら児童会の時間が延長されれば利用しやすい。 

 

７ 行政サービスの充実について 

 ①負担の軽減 

○医療費の負担軽減 

   ②情報提供 

○学校の先生以外にどこに相談したらよいのか分からない。 

   ③行政サービスについて 

○図書館の休館日をなくしてほしい。 



 

 

 

○子どもと参加できる行事や公民館事業の充実。 

○スポーツを行う上で施設が充実しており、とても良い環境。 

 ④講座やイベントについて 

○子どもを対象にした行事や講座等が、他の地域に比べて少ない。 

○市のスポーツ教室で、他市の人が利用しており市民が受けられない。 

○いつでも行ける子育て相談や親子教室、仲間づくりの場がほしい。 

 

  ８ その他 

○老人に優しい街づくりも良いですが、税収は増えないままでどうするのか。 

○充実した施設や設備より、食育や心豊かに生きる知恵の方が大切。 
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